
企業名、所在地

（〒 － ）

（ビル名）

（法人番号： ） （電話：　　ー ー 内線： ）

商品販売額

*4:消費税抜き

期末商品手持額（この欄は3月、6月、9月、12月末日時点の商品手持額を報告するときに記入してください。）*5

*5「商業動態統計調査（丁二調査）」を提出される企業については、記入の必要は有りません。 *6:消費税額を含む。

【備考】

【この調査票の内容を照会されたとき答えることのできる人の所属及び氏名等】

（電話：　　ー ー 内線： ）

【報告者（企業の代表者）の氏名 （報告日：平成　　年　　月　　日）

※企業名、所在地、事業所・企業番号、法人番号（１３桁）は、記入者負担軽減の観点からプレプリントを行います。

通常用
一般統計調査 ☆
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㊙ ビッグデータを活用した商業動態統計調査 提出先 経済産業大臣

（試験調査：家電大型専門店分野）
提出期日 調査日の翌日

（平成　　年　　月　　日分）
提出部数 １部

企
業
名

所
在
地

都
道
府
県

市
区
郡

区
町
村

丁
目

番
地

号

番号*1 店舗番号*2
億 千 百 十 万 千

都道府県番号
*3

金額（円）*4

兆 千 百 十 百 十 一

*1:商品分類
表参照

*2:報告者が管理している店舗を識別する固有の番号 *3:ＥＣ（エレクトロニックコマース：電子
商取引）販売分は「９９」

十 万 千 百 十 一
番号 商品分類

期末商品手持額（円）*6

兆 千 百 十 億 千 百

4 0 2 0 情報家電

4 0 1 0 ＡＶ家電

4 0 4 0 カメラ類

4 0 3 0 通信家電

4 0 6 0 その他

4 0 5 0 生活家電

本社/本店
都道府県番

号
事業所・企業番号 法人番号（１３桁）

年 月 日

A 9 1 0 0 0

統計調
査番号

調査票番号
年月日分

5 2 0

Ｓ
Ａ
Ｍ

Ｐ
ＬＥ
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